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第 20 回大阪府新型コロナウイルス対策本部会議 議事録 

 

〇と き：令和 2 年 7 月 3 日（金曜日）17 時 30 分から 

〇ところ：新別館南館 8 階 大研修室 

〇出席者：吉村知事・田中副知事・山野副知事・山口副知事・副首都推進局理事・危機管理監・政策企

画部長・報道監・総務部長・財務部長・スマートシティ戦略部長・府民文化部長・IR 推進

局長・福祉部長・健康医療部長・商工労働部長・環境農林水産部長・都市整備部長・住宅ま

ちづくり部長・教育長・府警本部長・大阪健康安全基盤研究所公衆衛生部長・大阪市健康局

主席医務監 

 

【知事】 

・本日も報道されていますが、東京においては昨日 100 名を超えて、本日も 120 名を超えているという

状況。そして大阪においても、本日 11 名ということで 10 名前後の陽性者になっています。社会経済

活動を動かしていくということになると、ウイルスはゼロにはなりませんので陽性者の数もやはり出

てくることになると思います。東京で 100 人以上出ていますが、いわゆる夜の街関連というか、そう

いったところで広がってきている。この傾向は大阪でも同じだという状況です。 

・また大都市の特性としても似ていますので、東京で数が増えてきていることを現状を考えると、大阪も

しっかり対策をとっていく必要があると思いますし、そういった傾向になりやすいということは我々

としても認識しなければならないと思っています。 

・その中で大きな目標としても、感染症対策をしっかりとやりながら社会経済活動をしていく。この両立

が重要だろうと思っています。そのために、どこまでの感染が我々としても許容しなければならないも

のなのか、あるいはどこからが許容できないリスクが高い感染になるのか、その見える化を図っていき

たいと思います。非常に難しいチャレンジでありますけども。それが僕は大阪モデルだと思います。 

・基準を明確にして社会経済活動と感染症対策を両立させる。そして、いろんな情報を公開していて、府

民の皆さんと共有すると、その基準値を作るということが、正解がないところではあるんですが明確に

していく必要があると思っています。この間、医療体制の強化、検査体制の強化で 3 月の初旬、4 月と

は状況がずいぶん変わってきています。それに合わせた再入り口としての修正大阪モデルの検討をし

てまいりました。 

・本来 6 月末の段階で定めようということにしていましたが、前回の本部会議でも議論した通り、もう

一度専門家の意見を聞いた上で最終決定しようということで、6 月末の決定は持ち越しになりました。

専門家の意見の聴取も終わったというふうに聞いています。議論も熟してきているので、もともと来週

の月曜日か火曜日辺りに予定していた会議ですけども、本日皆さんにご参集いただいて、今の感染状況

も含めて考えて方向性を決定していきたいと思いますんでよろしくお願いします。 

 

※資料１，１－１，参考資料１，２に基づき、健康医療部長より説明 
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【教育長】 

・すいません、質問なんですけれども。今回の手法の場合、感染経路不明者という定義づけは非常に重要

だと思われますが、先ほど健康医療部長がご説明になられた参考資料 2 で、感染経路不明 32 人の分類

というのがございます。その感染経路不明 32 人をさらに分析したらこうなったということであるとす

ると、感染経路不明と言えなくなってしまうのではないでしょうか。そこはどう考えたらいいんです

か。 

 

【健康医療部長】 

・これ非常に複雑なんですけども、感染経路というのは例えばＡさんからＢさんに濃厚接触によって感

染がされたと推測される、これは発症日であるとか感染推定日に接触があったと推測される場合に、感

染経路というものを特定していきます。 

・この感染経路不明の要素がいくつかありまして、例えばご本人がそこでこういった方と接触したとい

うことを、事実として公にお認めになっていない場合でありますとか、感染推測日の順序が合わない

と、だからＡさんからＢさんに移ったのではなくて、その間に別のまだ見つかっていないＣさんという

人がいるかもしれないとか、例えば夜の街の関係者および滞在者なんですけども、ここにいらっしゃる

方は実はいらっしゃるお店等はそれぞれほぼバラバラです。ただ滞在歴として注意して聞き取ってい

ますので、夜の街、夜の関係、飲食店で飲食された滞在歴がある、あるいはその関係のお仕事をなさっ

ている方がその中に 12 名いらっしゃると。場合によってこれから感染者が増えて、接触調査、さかの

ぼり調査をしていけば、の中からリンクが特定されてリンク者の方に移っていかれる方もあるという

ことで、あくまで幅広い推測とご理解いただいたらいいと思います。 

 

【教育長】 

・でも数字の根拠とされるわけですよね。後に判明したものを、ある時点では分からなかったけれども後

に判明した場合、その数字のエビデンスとしての確からしさっていうのはどのように考えたらいいん

ですか。 

 

【健康医療部長】 

・今教育長がおっしゃっているのは、リンク不明者というのをどう扱っているかということなんですけ

ども、リンクがさかのぼり調査で確定した場合は、大阪モデルの指標を遡って日々修正しております。

特定して、例えば 3 日後にその方のリンクが特定した場合は、大阪モデルのモニタリング指標も遡っ

て修正してモニタリングしているということでございます。 

 

【教育長】 

・分かりました。 

 

【知事】 

・それに関して僕も同じ問題意識を持っているんですけど、要は感染源不明と言っても実はうっすら見

えていて、陽性が確認された日においては確認できないけれども、あるいはそのとき聞き取れなくて
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も、実は感染経路はこれ繋がっているんじゃないかっていう事例は結構あります。 

・感染源が不明と毎日発表して、今日も 9 名と発表していますが。本当に感染源不明の人って実はもっ

と少数なんですよね。そういった意味である程度幅を持たせる必要はあるのかなあと思うのが一つと、

さかのぼって適用され、基準を考えるっていうのもいいんですけど、そうするとどうしても判断基準が

遅れてしまいますから。だから早期探知という意味では、その日に分からなかったものが感染経路不明

とみなしているけども、実はある程度見えている人は沢山いるんだということですよね。遡ってやろう

としたら日がすごく過ぎちゃうから、もし本当に大きな波が来ていたとしたら、それをキャッチするの

が遅れるかもしれないので、過去数字で感染経路不明のものを提供するというのは難しいんだろうと

思いますので。東京はこれに気づき始めたというか、表現自体改めて「調査中の人」という言い方をし

ているんだと思うんです。最近聞くと、感染経路不明とかリンク名とか、感染源不明という言葉を使わ

ずに、調査中にしているんですよ。 

 

【健康医療部長】 

・可能性もあると思います。この大阪の分類でいうと、まだリンクを追えるかもしれない人というのを大

阪でいうと 4 名というところまで特定しているんですね。あともう少しで追えそうなのは 4 名。本当

にどうも分からないという人が 13 名というところまでの特定はしているんですけど、本当に調査中の

可能性もあると思います。 

 

【知事】 

・でもこの夜の街関係者や滞在者 12 名っていうのも東京での感染可能性 3 人っていうのも、感染経路不

明で分類しているんですよね。この 32 人の約 10 人と 3 人の 15 人はもう感染経路がわかった人に移

動しているんですか。 

 

【健康医療部長】 

・今のところ、どの方とも繋がっていないので。ミナミ等の飲食店で何日滞在しましたという申告があっ

た方のパーセンテージだと思っていただいたらいいと思います。 

 

【知事】 

・これフルオープンの会議だから健康医療部長も明確には言いにくいと思うんだけど、うっすら見えて

いるけど確定的ではないっていう人は沢山いる。 

 

【教育長】 

・その段階で取りうる手段をとってわかる数字としての限界がある程度あるということを含んでおかな

くてはいけないという理解になるんですかね。 

 

【知事】 

・そうですね。だからこの数値はある程度幅を持たせて 10 人って今回決めたとしても、実際感染経路不

明が 10 人じゃない可能性が結構あって。振り返ってみたらそこは感染拡大ではなかったというのも十
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分ありえるけども、それでも信号は付けますか、こういう基準作っていきますかっていうことだと思う

んですよね。 

 

【健康医療部長】 

・ただ注意しないといけないのはこの 10 人というのは移動平均とっていますので、当日 10 人のリンク

不明者が出たということではなくて 1 週間の平均 10 名という意味があるというのと、リンクを追うと

いうことは、濃厚接触者を囲い込む意味があるんですね。例えばＡさんがこの店にいたときに、複数に

感染しているということはその周りの濃厚接触者を囲い込んで、そこから陽性者を特定していくとい

う作業の中で見えることですので、リンクが追えていないということは 10 人に対してそれぞれの保健

所がさかのぼり調査濃厚接触者の特定にかなりの精力を使うということになります。 

・だからそういう意味では、この 10 名という人数のリンクが追えて、うっすら見えているからいいので

はないかというものではないということはご理解いただきたいなと思います。 

 

【知事】 

・でもその理屈でいくと、いわゆるクラスター対策班を強烈に強化したら、その数は増えていくわけだか

ら。前回もクラスター対策班をメンバー強化しようということで仕組みを作ったじゃないですか。 

・ある意味、今いろんなところに予算付けしていますけど、クラスター対策班に強烈に予算付けして他の

ところじゃない、こちらに回していけばその 10 人増やせるかって言ったら、やっぱりそこは 10 人以

上になったら波に乗っかる可能性があるから、ここは数値基準としては 10 人にしようよということで

はないんですよね。それはクラスター対策としての限界というのもあるかもしれないですね。 

 

【健康医療部長】 

・そうですね。前の 29 日の本部会議でご説明させていただきましたけども、この 10 人というのはかな

り探知機能として後ろにずらしましたので、前の波で言うと感染者の発生日のほぼピークである 4 月

5 日ぐらいに黄色がつくという水準ですので、かなりアラート機能としては後倒しなると思います。だ

から、リンク不明者というのが曖昧じゃないかという教育長のご指摘だと思うんですけども、ここは各

保健所が一つ一つ潰すなど最大限の努力、クラスター対策チームを今度作りますので、その中の数字だ

とご理解いただきたい。 

 

【教育長】 

・曖昧だということで批判とか決してそうではなくて、数字としての意味をどう考えたらいいかという

ことで。端的に言うとそれは一定の確かさを高めるとされることは、指標の中に解除平均を取ることに

予定されているという前提だけれども一定の限界があるんだろうということで理解すればいいんじゃ

ないかなと私は思っているんですけど。 

 

【健康医療部長】 

・そうですね。そういう意味ではリンク不明者の指標と 1,2 の指標と全体のリンク不明だろうが何だろう

が全体の発生規模の 120 人という指標を組み合わせることで、全体の発生規模とリンク不明者の指標
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全部がついた場合に黄色を灯すと、一つだけついた場合ではなくて全部がついた場合に警戒水準とし

ようという基準の引き上げを行ったとご理解いただければと思います。 

 

【知事】 

・延期して今日も会議に至っていますけど、基準作りが非常に難しいのが基準となる数字のリンク不明

というのは警戒しなきゃいけないんですけど、その正確な把握というのが、そもそも教育長が言うよう

に簡単ではない。実は繋がっている人も結構いる。 

・一方で、それがその時点ではなかなか分からなかったりもするし、夜の街関連度がなかなか聞き取り困

難な場合は、我々が調査する限りは繋がっているんだけどもなかなか明確に学校で感染したとか、そう

いう分かりやすいものと違う特徴めいたものがあるっていうのが一つと、もう一つは感染してから発

症するまで時間がかかるので、早期感染の波というのはそもそも捉えられるかっていう、根本的な問題

もあって。多分東京都が、「もう基準やめよう」と、「モニタリングは見るけどアラート機能とかそうい

うのは毎週、専門家に聞いて判断しよう」としているのはそういう点もあると思うんです。このウイル

スの早期の感染拡大のキャッチの難しさ。 

・他に見えないクラスターがあるだけの状態が重なっているのか、本当に右肩上がりの状態になってい

るのかっていうのが、早期ではわかりにくいんですよね。東京は「もう基準作るのやめました」ってい

うことですけど、大阪モデルで明確な基準を作っていこうよっていうのは、チャレンジングではあると

は思います。 

・このウイルスに関していくと空振りになるかわからないけども、どこかで作らないといけないんじゃ

ないかなあ。そういう目安として要るんじゃないかな。だからやっぱり 100％はこの基準作りは難しい

ですね。 

 

【教育長】 

・それは試行錯誤の積み重ねであるということを府民の皆さんにご理解をいただいた上での話であれば

私はいいと思います。 

 

【知事】 

・あとは黄色の信号、赤の信号もつけますが、一定の基準を見える化をしていこうと思いますけど、それ

以外の指標、いろんな専門家の先生からも出ていますが、重要なのはそれ以外の指標も含めてきちんと

モニタリングをして公表していくということに尽きるのかなとも思いますから。そこは病床の使用率

なんかも含めてですけどいろんな数字が出て、感染経路不明の割合というのを出すべきだという専門

家の意見もありますし。これは大阪モデルの指標その物には使わないとしても取り入れて、感染経路不

明者の占める割合だとかいろんな情報をオープンにして、専門家からいろんな意見が出てくるかもわ

からないですし基準はここで一つ方針を定めますけども、いろんな人が情報キャッチできるような公

開っていうのが一つ大きなポイントになるんじゃないかなとは思っていますけどね。 

・この専門家の意見を聞いて府の考え方というのも整理してもらいましたけど、新たに感染源不明の割

合というのは日々モニタリングして公表していくべきだと思いますし、大阪府モデルで示す基準値、公

表する数字全部を注意して見ながら、総合的に考えていくことも重要だろうなとは思います。 
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【健康医療部長】 

・そういう形でモニタリング指針をしっかり毎日公表していきますので、モニタリング指標を見ながら

行政としてのスタートを切るという点にも注意しながらやっていきたいと思います。 

 

【知事】 

・あとは検査件数って僕はやっぱり公表していくべきだと思うんですけど、抗原検査とかいろんな検査

が増えてきている状態で日々検査取りまとめも大変だと思いますし、数が増えれば特にそうだと思う

んですけど、そこはいろいろ申し訳ないけど大阪モデルの一つのモニタリング指標としては公開し続

けたいと思いますんで、よろしくお願いします。 

 

【健康医療部長】 

・ＰＣＲと抗原検査と分けて今公表しておりますので、そういうものをトータルで把握しながら陽性率

は日々公表していきたいと思っています。 

 

【知事】 

・最近の状況から東京も含めてそうなんですけど、20 代 30 代で 80％を占めている状況だと思うんです。

10 代の 6 人、これは濃厚接触者とかで家族間が多いと思いますが、20 代 30 代で合わせたら 70％。前

回と傾向違うと思うんです。東京もそうだと思うんですよ。 

・夜の接客を伴う夜のクラブっていうんですか、踊るクラブっていうのですかね。あんなのも含めてかな

あと思うんですけど、その辺りの分析はどう見ていますか。実はこれ、検査能力が東京も大阪も高まっ

ているから数が出てきているけど、逆に言えば前のときはこの辺りの検査というのが十分に行き渡っ

ていなかったんじゃないのかなあと思っています。というのも、前の抗体検査したときに 0.1％と低い

数字でしたけども、大阪は 0.1 の中、市大の調査で 1％、公表している 0.1 なので、国が認めている数

字で言っても 14 万人ぐらい感染しているっていうことなんで、今検査能力が高まっているから昔はキ

ャッチしてない数をキャッチしているっていう可能性はないですかね。東京も 100,120 ってなってい

るけど若者が多い。年齢構成が全然違うじゃないですか。 

 

【健康医療部長】 

・年齢構成、前の第一波のときには 39 歳以下の方は 40％だったのが今回 80％近いということで、特徴

があると思います。検査能力が上がったからというのも一つあると思います。検査能力が上がったとい

うことと、検査に繋がる基準を 2 月と比較すると圧倒的に緩和しています。最初、熱が 4 日間続いた

らとか、感染可能性のある方と接触があったらということで、かなり検査に繋がる基準が厳しくありま

したけども、そこを医師の判断があれば検査に繋げることができるという検査基準そのものが緩和さ

れている、検査体制が整っている。それとやはり、ミナミのバー関連で感染が広がっているということ

を公表させていただいたので、そのことでちょっとご自身が心配になられて、自ら保健所の方に積極的

にご相談いただいているという効果もあると思います。 
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【知事】 

・そうなってくるとやはり医療のキャパも非常に重要ですし、医療体制が重要だと専門家意見でも出て

きている。この病気っていうのは急に悪くなる場合があるので、若い人でももちろん注意が必要だし、

東京都だとお亡くなりになられている方が、70 代以上が 80％と出ていますけども、決して 70 代以下

だから命を失わないというわけではないし重症化しないというわけではないので、警戒は必要です。こ

の無症状とか軽症の人がどんどん入院ということになると、すぐ医療体制のキャパが圧迫されてしま

うの。そういう意味では、もちろんその人の属性というのは重要ですが、ホテルの療養というのを中心

にしながら、もちろんホテルで看護師さん見てもらって危ないときにすぐ救急で運ぶ。前回のホテル療

養から救急で運ばれた人は複数名いるから、みんながみんな病院移転してそれが医療崩壊しないよと

いうのが明らかだったのはそれも一つかわからないけどやっぱりそうじゃないので。東京みたいに 100

人いたら 100 人単位で毎日病院に入れていたら医療崩壊だし圧迫することはまず間違いないから。 

・だから特徴的に出ている若い人、基礎疾患もないということであればこれはもうちょっとホテル療養

とか、その後に広がってくる可能性も含めたら、そこの振り分けというかトリアージを徹底してやる必

要があるんじゃないかなと思うんですよね。 

 

【健康医療部長】 

・この軽症者、基礎疾患がないこと、年齢が若いことを条件に、軽症の方はホテル療養をしていただくと

いうトリアージの原則は変えていません。非常に若い軽症者の方が多いということで、現在入院よりも

ホテル療養に移られる方が多いということになっています。ですから第一波と、重症軽症ホテル療養の

比率が変わる可能性がありますので、そこは毎日注意深く見ていきたいと思います。 

 

【知事】 

・やっぱり第一波のときと比べて数の質とか属性がちょっと変わってきているんかな。報道では数だけ

が報道されて、東京でも 120 人とか大阪から 11 人とかになりますけど。第一波と少し質が変わってき

ているんじゃないかなというのも思うところもあって、きちんとしたトリアージもしながら医療を守

って、そして社会を動かしていくということを進めていきたいと思うんで、そこはお願いしたいと思い

ます。そういう意味から、ずっと危機管理監の方でやってもらっていますけどホテルの療養、もちろん

かなり費用がかかるので、前回は 1 日で 1000 万円かかるという状況でしたから、数がもう 0 とか 1 に

なっていたので、一回 400 室に減らしている状況ですけど、東京を見たらわかるんですけど増えてく

るときは一気に増えてくる、傾向として若い無症状とか軽症の人が増えてきているので、ホテル療養を

増やせるときは、柔軟に増やせるように事前準備、看護師さんの手配とかもあると思うので、医療を逼

迫させない、適切なトリアージをするためにも、ホテル療養が埋まって回せませんということにならな

いようにしてもらいたいと思うんです。よろしくお願いします。 

・専門家のご意見を聴取して説明も聞きましたけど、何か特筆すべきところとかってありますかね。ある

いは皆様から質問とかないですか。 

・僕はさっきの新しい指標は、組み込むべき感染経路不明の割合の指標とかの意見通り、当然入れて新た

にモニタリングしていくべきだと思いますし、いろんな数値についてはどんどん毎日公表することで、

府民の皆さんにお知らせ、専門家の皆さんにも見てもらうという透明性というのが重要かなと思って
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います。それ以外についてはいろんなご意見もあるんですけども、感染の急拡大をキャッチするという

観点と医療崩壊を防ぐという観点からすると、大阪府の考え方と書いているところで僕はいいんじゃ

ないかと思うんですけど、皆さんの意見があればちょっと聞かせてもらいたいと思います。 

 

【総務部長】 

・意見といいますか質問なんですけども、先ほどから警戒基準について大分議論になっているんですけ

れども、この非常事態基準の中で患者の受け入れ重症病床の使用率が使われていますけれども、警戒の

黄色が灯ってきてから 25 日以内に 70％というのが、どうゆうエビデンスで 25 日以内とか 70％とか、

こういった数字が決まっていったのかというのがよく分からないなと思いますので、ご説明いただけ

たらと思います。 

 

【健康医療部長】 

・ホームページでもきちんとその考え方あげようと思っています。前回簡単にご報告させていただきま

したが、大阪府において必要病床数というものを試算して決定をしております。その前提といたしまし

て、前回の第一波は東京都と同じレベルの感染拡大を大阪府の人口に当てはめて、東京都並みの感染拡

大が起こった場合にどの程度の病床が必要かということを波に当てはめて、何日目で何床必要という

のをシミュレーションしております。このシミュレーションを、間もなく策定する病床確保計画に当て

はめてトータルで 1600 床を用意する予定です。 

・この 1600 床用意するに当たって 25 日目で重症病床 215 床を用意する予定ですが、例えば 80％を超え

ると波が想定以上に大きくて用意した 215 では足りない可能性があるという。いずれかは 70％を超え

ます。ギリギリのところを 90％でその波をしのいでいくという傾向計画です。いずれかを超えるんで

すが、25 日以内に 70％を超えると、思っていた以上に病床が埋まるスピードと高さが早くて用意した

病床では足りなくなる可能性があるという、ポイントとパーセンテージを決めたシグナルになります。 

 

【知事】 

・さっきの総務部長の意見と関連で僕もここは少し問題意識持っていて、70％で 23 日以内とさっき健康

医療部長が説明した中身はその通りなんですけど、これもう少し早めた方がいいんじゃないかという

考え方もあるかなと思います。前回、前々回かな。山田先生の意見も聞いて、ここはこの 70％、23 日

というのでいいじゃないかというご意見いただきましたが、より厳しくみるということでいくと、その

60％でちょっと資料あります？ 

 

【健康医療部長】 

・大阪モデルの資料の 8 ページになります。想定病床数に対して何日目に何パーセントになるかという

数字をグラフ上で記載させていただいています。今は 23 日後に 70％を超えたら想定の範囲内で収ま

るだろうという試算です。60％だったら 20 日程度です。前回専門家会議で、20 日で 60％にするか 25

日で 70％とするかという案をお出しして。私自身が 70％でもいいなと思いました。というのは、ピー

クから 10 日強で山が来るという試算になります。70％を超えて赤が点いてからいよいよ病床が足りな

くなるというのが 10 日程度だと。重症病床については、早ければ概ね 1 週間程度で超緊急の病床整備
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ができるだろうという見通しで 25 日、70％で赤という基準でも対応できるかなということで 70％案

を採用しています。 

 

【知事】 

・これ今の東京の波の角度というのが前提になって 23 日じゃないですか。この日が短ければ短いほど危

ないということですよね。例えばこれが 10 日で 70％に達したときと、23 日に 70％に達したときと、

30 日で 70％に達したときと、70％の意味が全然違うということですよね。 

・なので 70％に達するのがこの想定では 23 日でやっていますけども、もう少し 60％を基準にしてやっ

たときというのは、その波の確度が高いときには、後にマックスの 215 に達するのが早くなる。まず

これプラス僕らは 60 床、いざという時の重症センターを作ろうとしているわけですけど。それにして

も、もし信じられないぐらい急激な波が来たときというのは、日にちは当然その理屈ではわかるんです

けど、60％っていうふうにした方が早くはキャッチできますよね。 

 

【健康医療部長】 

・そこは考え方だと思うんです。赤色の非常事態を非常に重く受け止めると、モニタリングとしては健康

医療部で何日目に何％位だと駄目だというモニタリングは日々します。毎日病床利用率を把握いたし

ますので、日々管理して、知事がおっしゃるような何日目で 60％当たりだったのに、59 とか 58 とか

ギリギリまで来たなというモニタリングは日々します。ただ、これはあくまで赤色を灯すという超非常

事態という赤色を灯すという基準なので、早く探知するというよりも危ないというシグナルであると

いう意味で 70％でもいいかなと私自身は思っています。 

 

【知事】 

・専門家の中の重松委員は大阪府の医師会長だから医師会という立場での意見なので、かなり厳しい意

見が出るのは当然だと思います。その中でもこの重症病床について、70％っていうのはここに書いて

ある通りにいくと、現場の実態と乖離しているんじゃないかと。でも現場の実態を知っている大和先生

がおっしゃっていたので、これは専門家同士の意見としてそれぞれ別の意見かなと僕も受け止めてい

ます。重松先生は数でやったらどうか、数で行くと 23％という独自のお考えも示されていますが、医

師会長の立場としての意見というのはよくわかるんですけども。こういう意見も一方であるし、70％

か 60％かというのを考えたときに、それは日にち基準を設ければ仮に 60％に達したとしても、ゆっく

り 60％に到達したんであればそれは乗り切れるということだから、急激に上がったときに、急激とい

うのはどのくらい急激かというのがあるんですけど、大和先生が 70％、23 日でも大丈夫だっておっし

ゃったのは、専門家とか医療の方の立場からしたら早くした方がいいんじゃないかというのも当たり

前で、結局バランスが難しいわけですけど。そこは 60％っていうのが一つの考え方だなと思いますし、

70％になっても結局 100％になっても余裕は見ているんですよね。 

 

【健康医療部長】 

・余裕は 1 割程度見ていますので、ピークになっても 90％の病床でもあるということです。 

・だから知事ご心配の 60％になったときにも、注意しなくちゃいけないのは日々のモニタリングで、重
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症病床 60％というのは重症者が 100 人を大きく上回るということで、かなりの事態になっています。

おそらくそのときには国の 10 万人当たり 5 であるとか、そのあたりに近い水準にもなってくると思い

ますので、大阪府モデルの警戒水準としては現行の 70 でシグナルとしてはいいのではないかなと思い

ます。 

 

【知事】 

・これって 1 日当たりの重症者数というよりは、ベッドを埋めている数ってことですよね。 

 

【健康医療部長】 

・そういうことです。入院期間も計算して試算しておりますので、埋まっている病床、用意した病床のう

ちどのぐらい埋まってしまったかという率ですね。 

 

【知事】 

・前の波の時はマックスで重症病者どんだけ埋まりました。 

 

【健康医療部長】 

・65 名です。188 のうち 65 名最大埋まったということですので前より相当な波が来るということです。 

 

【知事】 

・そこから 150 だから、3 倍弱ぐらいの想定にしているっていうこと。 

・確かにそう考えたらかなり大きな波だし、それなりの前回の病床対応力、非常対応力としてはだいぶ変

わっていることが周りでも反映されているっていうことになるんですかね。 

 

【健康医療部長】 

・これに備えるためにはかなりの病床整備事業が必要ですが、これは先ほどの補正予算も含めて万全の

体制を健康医療部でも整えてやっていきたいと思います。 

 

【知事】 

・重症病床使用率について今は 188、215 を目指して進めていますけども。コロナ重症センターの 60 床、

は日々のモニタリング計算式の分母から外すべきかなと僕も思うんですけど、それでいいですか。 

 

【健康医療部長】 

・そういうことです。現在分母は 188 になっております。ここは過小評価するとあれですので病床確保

計画をこれから 2 週間ほどで作る予定です。215 確保の目途がたってから、分母を 215 にしたいと思

っています。 

 

【教育長】 

・3 ページの考慮事項というところの二つ目の丸が少し気になりまして、「国による緊急事態宣言が出さ
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れた場合、対策本部会議で非常事態赤色信号点灯の要否を決定するものとする」とありますが、国によ

る緊急事態宣言が出されても、赤信号がついていない場合もあるということなんでしょうか。 

 

【健康医療部長】 

・そうです。大阪府モデルの赤信号は病床がもう間に合わないというときだけ点きます。大阪府の方で病

床確保計画を作って用意をいたしますので、場合によっては国が判断される緊急事態宣言、前回では

10 万人当たり 1 週間 5 名、大阪でいうと週当たり 440 名の感染者が出たレベルで緊急事態宣言が出て

いますが、場合によってはこの方が早い可能性もあると思います。 

 

【教育長】 

・早期察知のシグナルといいますか、仕様を設定しているにもかかわらず、国の方がアンテナが高いよう

な印象を持たせるような表現かとちょっと心配なんですけど。 

 

【健康医療部長】 

・これは 29 日に議論させていただきましたが、早期の探知機能としては警戒の基準になります。警戒の

基準を今回 2 以上 10 人以上としたことで、実は早期の探知機能はかなり損なわれています。ただこれ

は、議論の中で行政サイドの対応力、医療機関の対応力が上がっているということと、経済活動との両

立を目指すために基準を引き上げるということで、非常事態の基準は早期の探知というよりも病床が

一番避けるべき、医療崩壊を避けるという目標のもとで、用意した病床が間に合わないときに本当の非

常ベルを鳴らすという意味合いに受け取っていただければと思います。 

 

【教育長】 

・わかりました。 

 

【知事】 

・国との関係というのは、教育長がおっしゃる通り、考えなくてはいけないので考慮事項に入れました。

国自身の考え方も前回と今回はちょっと違うところがあって、まだどういうときに緊急事態宣言を出

すかっていうのは明確にしていないです。だから緊急事態宣言が出されたときにどうするか、赤をつけ

るかどうかはそのときにならないと国の基準がわからない。その時には当然専門家の意見も聞きなが

ら本部会議で、最終的に大阪モデルでいくと赤にはなっていないけども赤のランプはつけるべきじゃ

ないかという判断があれば、本部会議でその時決定したいと思います。 

・黄色の信号について見ると、これも厚労省が示していますけど、10 万人当たり 2.5 人になったら何ら

かの社会的な介入をやってくれ、それによって必要なベッド数はこうですというのが出ている。一応の

目安としては 10 万人当たり 2.5 人。10 万人当たり 2.5 人となると 30 人ぐらいかな。1 日 32，3 人だ

と 1 週間で 220 人なので、黄色の基準はおそらく大阪府モデルの方が厳しくなっている。 

・増え方が台形みたいになるとちょっとわからないですけども、普通に考えれば国の基準に達する前に

大阪の黄色信号を付ける必要が出てくる状況かなというふうに思っていますが、もし大阪モデルの黄

色がついていなかったとしても、ついていない段階で国の 2.5 に達したら他の仕様含めて判断すると
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いうことになる。もう一方は国でいう 2.5 人、つまり社会的な行政からの行動を起こしてくださいとい

う前に大阪モデルの黄色信号をつけるのが果たして適切なのかどうか。これ早期の探知機能と健康医

療部長もおっしゃるんですけども、国と比べてもかなり厳しい基準を大阪府が採用している。 

・今までの議論の過程と比べたらそうかもしれないけども、国が新たに示した基準からするとかなり厳

しい基準を大阪は持ってきて、黄色信号をつけて通天閣や太陽の塔を黄色にするということは、府民の

皆さんに対する影響はかなり大きいと思う。それを国よりも早い段階で点けるのが適切なのかという

議論は確かにあるかもしれないですけどね。 

・でも我々としてはできるだけ早期の波をキャッチする基準を作っていこうというので、黄色は早期の

波のキャッチ基準、赤は医療崩壊をさせないという趣旨、黄色と赤の趣旨が違うところがあるので。最

終的に守るのは医療崩壊させないことですけど、この基準で考慮事項を入れることによって判断して

いくべきじゃないかなと思っているんです。国との関係でいくと。 

 

【教育長】 

・大阪として守るべきものは医療であると知事もおっしゃっていて、それがはっきりするのが赤で、その

前提として前段階での察知する能力が高ければ高いほどやっぱり府民は安心すると思います。ただ、あ

まりやりすぎるとまた不安を煽ると思います。そこはもうバランス問題だろうと思いますし、私は前回

欠席していましたので議論をお聞きさせていただいて、考慮事項という形で全体としてモニタリング

するという方向性でいいんじゃないかと考えています。 

 

【知事】 

・早期の探知機能も早ければ早い方がいいというのは理屈ではそうなんですけど、本当に確実に早期に

右肩上がりの波を探知できる機能があるんだったら僕も早ければ早い方がいいと思うし、それを早く

府民の皆さんに伝えたいけども。このウイルスの特徴、無症状が非常に長いっていうのと感染経路不明

もなかなか見分けにくいっていうところからすると、実は早期探知をやろうとすること自体がチャレ

ンジングなんだっていうことも我々認識しないといけないかなと思うんですけどね。早期探知が確実

だというのだったら、僕も一番早くに発信したい。タイムマシンで未来が読めるような数値があるんだ

ったらそれもやりたいけど、実際はそうじゃないですよね。そこは非常に難しい。ただ少なくとも国よ

りは早い基準で出るだろうという数値を今設定していると思ってもらってもいいんじゃないかなと思

います。 

 

【事務局】 

それでは議題 1 修正大阪モデルにつきましてはこれで決定とさせていただきます。 

 

※資料 2 に基づいて、危機管理監より説明。 

※資料 3 に基づいて、教育長より説明。 

 

【山野副知事】 

・基本的な考え方の確認なんですけれども、レッドステージでのクラスター発生施設は明確なんですが、
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その他感染拡大防止に必要と考える施設、これは取りようによっては限りなく一斉の休止に近いとも

取れますし、必要最小限という考え方を持っておりますけれども基本的にはどう考えるかというのを

教えてください。 

 

【危機管理監】 

・今回は第一波の経験を踏まえて、第一波の場合は生活の維持に必要な施設を除いて幅広く休止すると

いう考え方でしたけども、今回は逆にクラスターの発生状況であるとか、あるいは陽性患者の発生状況

を見て、感染防止が必要な施設に限定して外出自粛要請、休止要請をしていくという考え方でございま

す。 

 

【山野副知事】 

・そうするとその都度判断するという理解でいいんでしょうか。 

 

【危機管理監】 

・ここで疑いのある施設といいますのは、先ほど知事からお話がありましたけども、例えばうっすらとク

ラスターの発生源が見える施設とか、そういうイメージでございます。 

 

【山野副知事】 

・ある程度その辺の考え方を府民にも説明するとか、そういったことをわかりやすくやった方がいいの

かなという気がするんですね。レッドステージになった途端に必要と考えるものは全て自粛要請です

よ休止になりますよという誤解は生まれないですね。これはこういう考え方で考え、自粛要請なり施設

を休止しますよと考えたら、ある程度明確に説明できる必要があると思うんで、よろしくお願いしま

す。 

 

【危機管理監】 

・発表の際に工夫をしたいと思います。 

 

【田中副知事】 

・これはお願いなんですけどね。今回の新たな対応方針、それから大阪モデルでこのいずれもですね。こ

の間の得られた新たな知見とか対応をしてきた取り組みの実績とか対応能力などを踏まえての今回の

案だと思うんですよ。 

・それについて知事もいろんな場で説明されているんですけども、改めて対策本部として新しいモデル

や対応方針を出すわけですから、その根拠となるデータの考え方をぜひとも一緒にあわせて示してい

ただきたい。それが先ほど大和さんがご心配されたことも関係してくると思うんです。例えば PCR の

検査一つにしても、以前の検査能力はいくつかあったけども、今はこれだけになりますよとかベッド数

もこうでしょうという。つまりこの間の、方針を変更した根拠となるデータをぜひとも一緒に見せてい

ただいて、府民が「なんでこう変わったんだろう」ということを理解していただけるものがぜひとも必

要だと思うんですよ。これもぜひともお願いします。 
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【健康医療部長】 

・時点は追って、例えば検査能力であるとか病床の状況とかを示しているんですけども、今副知事おっし

ゃっていただいたように、時点を追って 1 月の末時点、2 月の時点、3 月の第一波を超えたときの時点

を追ったテーマごとの状況について取りまとめて、ホームページであるとか本部員の皆さんにも共有

していただけるようにしたいと思います。 

 

【知事】 

・府民の呼びかけと施設との対応関係なんですけど、案では府民への呼びかけと施設への休止の要請は、

ある意味表と裏で載せてくれたと、これは僕が今言っていることも含めてそういう案になっているん

ですけど、前回の緊急事態宣言のとき国がどういうふうに言っていたかっていうと、まず国民への外出

自粛要請をし、そして効果を見極めた上で施設の休業要請をすべきだという。つまり一発目は、国民府

民都民県民への呼びかけで済むんだったらそれを先にやって、事業者の休業要請はその効果が認めら

れないとき、後にやるよと順番をつけていました。それも一つの考え方ではあるんですけど、事業者の

方から見たら、役所が「そこに行くな」と言い、でも休業要請はしないと。だから保証も支援もないで

すねっていう役所側の理屈が見えるので、首を真綿で絞めるようなものじゃないかといろんなところ

で発信をして、ここは一体化しているんですけど、その考え方を示し合わせておく必要があるのかなと

思っています。 

・府民の皆さんへの呼びかけだけにとどめる一方で休業要請はかけないと、この考え方について皆さん

の意見を聞かせてもらえたらなと思います。民間には「休業要請していませんよ」と。でも、府民には

「こういった店には行かないでくださいね」と言うことの是非ですね。順番づけてやっていくのか、順

番付けてやろうとしたら以前の国のやり方だし、これから他の都道府県でもそういうところが出てく

るかなと思っています。府民・県民・国民に対して呼びかけると、それは呼びかけレベルでしょと。そ

うなってくると事業者の支援とかそういう話にはなってこないと思うんですけど。そのやり方でいく

のか、あるいは今回みたいにある程度リンクをさせて表と裏の関係だよねというので進めていくのか。

その辺りの皆さんの意見があれば聞かせてもらいたいと思います。 

 

【健康医療部長】 

・第一波のときに、どういう状況のもとで感染リスクが高まるかという、三密であるとかライブハウスク

ラスターが出たときに、密室の中で場合によっては空気感染に近いことがあるのではないかという状

況のもとで、どういったところで感染の広がりがあるのかを掴みにくいというもとでの第一波での取

り組みと、いろんなことがわかってきていると思うんです。どういった場合に感染が起こるかっていう

知見をもとにそれぞれのお店に対するガイドラインが作られていると思うんですね。ですから次の感

染拡大が起こったときの注意喚起後、あるいは休業要請を行うときに、一律にお店の種別だけであると

か、一律に要請を行うのは非常に難しいのではないかなと私自身は思います。種別によって感染リスク

が高まるというよりも、営業店ごとの対応によって感染リスクが変わるのではないかなと思っていま

す。 

・だからそういう意味で、ここは難しいと思うんですけども府民の皆さんに呼びかけをするとき、「リス

クの高いところに行かないでください」ということと、その休業要請が必ずしもセットにならない場面
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はあるのではないかなと思っています。「こういう条件のもとではリスクが高いので、そういったとこ

ろに外出するのはお控えください」という府民への呼びかけが先行して起こる事態というのは十分考

えられるのではないかなと思います。ただ対応方針の書きぶりでそのことが行えないという書きぶり

ではないので、そのことも含めて起こった事態に対応すればいいのではないかなと思っています。 

 

【知事】 

・例えばこの対応方針で行くとしたら、イエローステージのレッドに向かっていく、これはちょっと危険

だなっていうときに、クラスターが発生している施設、その分類施設ですよね。クラブであればクラブ

で感染防止宣言もしない、つまり感染防止対策を明確に取ってないところに対しての自粛要請を、まず

府民の皆さんにお願いするとしたときに、それと同時にそういった施設に対して休止要請をすること

は必然ではないと、その後にそういう施設の休止要請をすることもあり得ると、そういうことですか

ね。 

 

【健康医療部長】 

・私はそう思います。そういったところへの自粛要請をお願いすることが十分ありうると思います。 

 

【知事】 

・常に論理必然的にくっつける必要は僕もないと思うんですけど、ただ一方で全く切り離すというのも

ずるいんじゃないかなという気もするんですよね、行政からして。事業者の方からしたら「ここに行く

な」と言われたら商売あがったりになるわけで、でも「休業要請はしていなません。だから支援を求め

られてもやりません」というのも違う感じもするんですけどね。感染防止対策をしていない施設に対し

て、ちゃんと対策してくれたら企業さんも関係ないですからちゃんと対策してねというのはあると思

うんですけど、レッドに入ってきたときの論点として、基本的に表と裏に近づく感じにはなるけど、必

ずしも論理必然ではないということですよね。 

 

【健康医療部長】 

・知事のお考え、府民に対してそこに行くなと外出自粛しているのに、休業要請や補償をしないのは卑怯

じゃないかということだと思うんですけども、休業要請と必ずセットでないといけないという原理原

則に囚われると府民に対するリスク喚起が遅れる可能性があると思うんですね。今こういった場が危

ないという注意喚起はできるだけ早く府民の皆さんにお伝えする必要があるので、注意喚起が先行す

るというのは、早く注意するという意味では必要だと思います。 

 

【教育長】 

・私は注意喚起の必要性は否定しておりませんけども、論理整合性とか合理性ということに軸足を置い

て府民に発信をするという意味で、「行くな」と言うしかないんです。一方で、「来ないようにしてくだ

さいね」と言うことは極めてシンプルで分かりやすいターゲティングの論理だと思います。 

・ただそのことが全て対等に表裏一体の状態であるかというと、健康医療部長がおっしゃるようにそう

ならないのはわかりつつも、説明論理の軸足の置き方だと思いますね。そういう考え方でやるというこ
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とについては、多くの方が分かりやすい話だと思われるんじゃないでしょうか。 

 

【知事】 

・基本的にはここに書いている通り、ステージごとの方針で外出自粛とそれに対する休止要請というの

が対になっているように記載していますけど、その時期についてはずれることもあるよと。ただ、それ

ぞれのステージが大きくずれるんじゃなくて、休業要請もしなきゃいけないときについては、その首を

真綿で締めているような状態になっているんだったらそこは考えなきゃいけない、というのも踏まえ

ながら進めていきたいと思います。基本的には時間的なずれがあるとしても、健康医療部長が言う様に

同じ業態でもリスク度が高いところとそうじゃないところがあると思うので、感染対策をしっかりと

って宣言しているところとそうじゃないところはやはり違うと思う。あとはレッドに入ってきたら、感

染対策宣言していてもどうしても業態として、ガイドライン守っていても難しいというのが出てくれ

ば休業をお願いしなきゃいけな。順番に分けて、一挙に大きく止めるというよりは、場合分けしながら

進めていきたいと思います。 

・あと検査なんだけど、イエローに入るとクラスターの発生施設とか疑いのある施設、今で言ったら東京

でいうホストクラブとか大阪だとミナミのパーとか、そういったところでの検査の受診の呼びかけと

いうのは積極的にやっていきたいと思います。相談があればそれをどう受けて検査に回していくのか

という体制も是非考えてもらいたいと思います。検査能力も上がってきているわけですから、イエロー

になるということはやはり感染拡大の可能性があるということなので、発生源となっていそうなとこ

ろには従業員にしても滞在した利用者にしても疑いがあればどんどん検査して早く押さえ込む。でき

るだけレッドに行かないようにする。波をできるだけ抑えていくことが大事だと思うので、検査の受診

体制は平常時と違う仕組みでいきたいと思うので、そこの整理をお願いしたいと思います。 

・学校についてはこれでいくと、基本的にはもう一斉休校はしないと。もちろん深刻な状況になった場合

に、その是非を判断するときはありますけど。赤信号がついても分散登校＋オンライン授業で学習の機

会を確保しながら、できるだけ教育活動を維持していくということで。僕も今の感染の状況とか 10 代

の感染の割合とか感染経路とか見てもそうあるべきかなと思います。 

・学校で陽性者が出たらそこは一旦休校にしてそこから広がらないようにしますけど、一斉に全部休校

するというのが、小児学会も出していますけど効果がほとんどない。医療従事者が仕事を休まなきゃい

けないから、結局コロナで亡くなるリスクを高めているんじゃないかという指摘もあるぐらいなんで。

学校については、できるだけ動かしていくという方向でいくべきかなと思っています。 

 

【教育長】 

・おっしゃる通りだと思います。ただやはり保護者の皆さんからすると、世の中危ないんじゃないのみた

いなところになってくると不安が高まってくるんですが、そこは感染リスクがゼロにならないと、感染

者がでれば粛々と学校の安全子供たちの安全保護者の安心ということで、学校が主体となってまず保

健所の指導を仰いでやっていく。その中において、できるだけ今後は学校教育活動を持続する方向でや

っていくんだということを保護者の皆さんにぜひご理解をいただきたいと思いますので、知事からも

その辺の発信をよろしくお願いしたいなと思います。 
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【知事】 

・赤信号になったときに学校活動を続けるとしても、保護者によっては自分たちの判断として行かせな

いというのも必然的に出てくると思う。そのときにオンライン授業の仕組みができるようにしたので、

分散登校短縮授業オンライン授業にしていますけども、そういった選択肢を自分たちの判断として取

るんだという家庭に対しては、そういった判断をとっても授業が受けられるような仕組み、柔軟な運用

を非常事態に行ったときはお願いしたいなと思います。 

 

【教育長】 

・はい、そうするつもりであります。 

 

【知事】 

・本日は修正大阪モデルを決定し、ステージごとでの対応方針という大きな枠は定めました。今後これに

基づいて対応していきたいと思います。ただコロナは見えない部分が沢山あるので、必要に応じていろ

んな判断が必要であればまた本部会議で判断をしていきたいと思います。 

・併せて国への要望、国しかできないこと、水際対策も含めてあるので、これは僕自身も国に要望してい

きたいと思いますから、内部でまとめてもらって、8 月の中旬ぐらいには国に要望していきたいと思い

ます。よろしくお願いします。 


